
 

第５回 横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会 

小委員会 次第 

 

 

 日時 令和４年 10 月 24 日（月） 

10 時 30 分から正午まで 

           

    

１ 開 会 

 

 

 

２ 議 題 

 

 

・プラスチックの分別・リサイクルの拡大について 

 

 

【配布資料】 

 

・第５回小委員会資料_プラスチックの分別・リサイクルの拡大について 



プラスチックの
分別・リサイクルの拡大について
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第5回 横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会 小委員会



１ 検討の背景

２ 分別・リサイクル拡大の効果の試算

３ 今後の検討事項
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１ 検討の背景
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背景

■「2050年温室効果ガス排出実質ゼロ」（Zero Carbon Yokohama）の実現に

向け、温室効果ガス削減目標として、2030年50％削減を目指すことを宣言

（令和4年2月）

■市役所全体の温室効果ガス排出量のうち、一般廃棄物処理事業が最も多い

約4割を占めている

■「プラスチック資源循環法」施行（令和4年4月）

⇒市町村にはプラスチック資源の分別収集の拡大と資源化が求められている

■このような状況を踏まえ、横浜市中期計画2022-2025（素案）では、政策19 

持続可能な資源循環の推進を掲げ、主な施策のプラスチック対策の推進におい

て、プラスチック資源循環法をふまえ、プラスチックリサイクルの拡大に向け、

検討を進める としています。
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横浜市内の温室効果ガス排出量

横浜市内から1648万t-CO2の温室効果ガスを排出。

温室効果ガス排出量のうち二酸化炭素排出量では廃棄物部門は3％。

45.6万t-CO2
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横浜市役所からの温室効果ガスの排出状況

 市役所から排出される86.3万トンの温室効果ガスのうち、約4割がごみ処理によるもの

 ごみ処理に伴い発生する温室効果ガスは、プラスチック類の焼却に伴うものが9割

プラスチック類の焼却
90％

その他
10％

市役所の事業活動による温室効果ガス排出量の内訳 ごみ処理に伴う温室効果ガス排出量の内訳

市庁舎等

16%

一般廃棄物処理事業

39%
下水道事業

17%

水道事業

7%

高速鉄道事業

7%

自動車事業

3%

教育事業

8%

病院事業

3%

横浜市役所
温室効果ガス総排出量

（2020年度）

86.3万トン-CO2

（34.0万トン-CO2）



プラスチック類

16%

（約14万トン）

紙類
33%生ごみ

28%

草木類
12%

天然繊維
4%

その他
7%

7

焼却しているごみの中のプラスチック類の割合

石油由来のプラスチック類の焼却量は約14万トンであり、温室効果ガスを50％
削減するには、焼却量を約7万トン削減することが必要。

焼却しているごみの組成

※ カーボンニュートラル
生ごみや紙等の焼却に伴う二酸化炭素の排出は、植物が大気中から吸収した二酸化炭素が再び大気中に
放出されるものであるため、排出量に含めない。

カーボンニュートラル

焼却しているごみ

（2020年度）

86.6万トン
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プラスチック資源循環法の概要

今年4月に施行されたプラスチック資源循環法ではプラスチックの

ライフサイクルでの措置を規定。

市町村にはプラスチック資源の分別収集の拡大と資源化が求められている。

出典：環境省WEBサイト プラスチック資源循環
https://plastic-circulation.env.go.jp/about/pro

https://plastic-circulation.env.go.jp/about/pro
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プラスチック資源循環法による分別回収・再商品化のイメージ

市町村保管施設
容器包装プラスチック
ベール

容器包装リサイクル協会が
委託した再商品化事業者

市町村保管施設
容器包装・プラスチック製品
混合ベール

容器包装リサイクル協会が
委託した再商品化事業者

市町村一体化・合理化 認定計画に記載された
再商品化事業者

現行

容リ協への委託の場合

大臣認定の場合
市町村の再商品化計画

環境省
計画の申請と認定

プラスチック製品

出典：容リ協WEBサイトを基に作成

プラスチック製品
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プラスチックごみの分類

ゴム手袋やホースなど
ゴム類や

不織布マスクなど
合成繊維

プラスチック製容器包装

洗剤ボトル、菓子袋、
トレイ類、卵パック、
調味料チューブなど

おもちゃ、バケツ、
ハンガー、ボールペン、

CD、ストローなど

既にリサイクル実施

繊維などとの複合品

※プラスチック製品とは、プラマークのない大部分がプラスチックで
できた製品で、プラスチック製容器包装以外のプラスチック類のこと

プラスチック製品

新たにリサイクルが可能 現状、技術的にリサイクル困難
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横浜市中期計画2022～2025との関連

中期計画は中長期的な視点で横浜の未来を描いていくための市の総合計画。

 10月14日まで素案のパブリックコメントを実施。12月に策定予定。
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横浜市中期計画2022～2025との関連

主な施策：プラスチック対策の推進・食品ロス削減の推進・環境にやさしいエネルギーの創出・・・ 等

プラスチック資源循環法をふまえ、プラスチックリサイクルの拡大に向け、検討を進める としている。



２ 分別・リサイクル拡大の効果の試算
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横浜市のプラスチックリサイクルの現状

容器包装リサイクル法に基づき、約5万トンのプラスチック製容器包装を分別回
収・リサイクルしている。

プラ製容器包装のリサイクル状況

年度 2017
（H29）

2018
（H30）

2019
（R1）

2020
（R2）

2021
（R3）

リサイクル量 47,800トン 47,979トン 48,817トン 51,129トン 50,094トン
焼却量
（推計） 28,600トン 27,800トン 28,300トン 26,500トン 26,500トン

分別協力率 62.6％ 63.3％ 63.3％ 65.8％ 65.4％

プラ容器包装
約5万ｔ

中間処理委託業者
異物除去・圧縮梱包

収集運搬
家庭 容器包装リサイクル協会が

委託した再商品化事業者

J&T環境(株)
(株)ホンマ
(株)兼子

J&T環境(株)
JFEプラリソース(株) 
(株)グリーンループ
昭和電工(株)
など

分別協力率は
65％程度
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環境省の実証の結果

環境省では、プラスチック資源循環法の施行をふまえ、市区町村の分別収集・
リサイクルに係る先進的モデルの形成支援を実施。

令和3年度事業のうち、松本市・京都市・亀岡市では、プラスチック製容器包装
と製品プラスチックの一括回収の実証を実施。

実証実施後の市民へのアンケート結果では、どの市でも「一括回収でわかりや
すくなった」「進めるべき」といった意見が多数を占めている。

⇒ 本市で分別拡大した場合、「分別がわかりやすくなった」効果として
プラスチック製容器包装のリサイクル量の10％増量を見込む

一括回収実証実施後のアンケート結果

松本市 一括回収について、69%が分かりやすいと回答
73%が一括回収を希望すると回答

京都市 一括収集は約9割が分別しやすくなったと回答

亀岡市 80％の回答者が一括回収を希望

出典：令和3年度プラスチックの資源循環に関する先進的モデル形成支援事業の結果について（環境省）を基に作成
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プラスチック製容器包装の分別協力率向上効果の試算

一括回収の実施により、プラスチック製容器包装のリサイクル量の10％増量
を見込むと、5.6万トンになる。このときの分別協力率は約75％となる。

現状
（2020年度）

一括回収の
実施後

リサイクル量
5.1万トン

焼却量
2.7万トン

リサイクル量
5.6万トン

焼却量
2.2万トン

分別協力率は
約65％

分別協力率は
約75％

＋10％

家庭

燃やすごみ

未分別の
プラスチック製
容器包装

分別された
プラスチック製
容器包装
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プラスチック製品の分別量の試算

プラスチック製品の分別協力率として、プラスチック製容器包装と同等の
75％を見込むと、1.7万トンのリサイクルが期待される。

現状
（2020年度）

一括回収の
実施後

焼却量
2.2万トン

リサイクル量
1.7万トン

焼却量
0.5万トン

分別協力率は
約75％

家庭
燃やすごみ

プラスチック製品
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リサイクル全体の効果

一括回収の実施によりプラスチックのリサイクル量は全体で7.3万トンとなる。

プラ製容器包装 5.1万トン

プラ製容器包装 2.7万トン

プラ製品 2.2万トン

その他プラ 1.8万トン

プラ製容器包装 5.6万トン

プラ製品 1.7万トン

プラ製容器包装 2.2万トン

プラ製品 0.5万トン
その他プラ 1.8万トン

現状
（2020年度）

一括回収の
実施後

リサイクル

焼却

7.3万トン
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温室効果ガスの削減効果

プラスチック製品の分別開始及び一括回収による分別率向上により、プラスチッ
クの焼却量が減少。温室効果ガスとして5万トンの削減効果が期待される。

家庭系プラスチック類の焼却に由来する温室効果ガス量削減イメージ

プラ製容器包装 プラスチック製品 その他プラ

未分別のもの

現状

※現状は2020年度実績

合計
約16万トン－CO2

一括回収実施後 合計
約11万トン－CO2

5万トン－CO2
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一般廃棄物処理事業における温室効果ガス削減のイメージ

大部分がプラスチックで
出来ている
プラスチック製品のリサイクル拡大

複合品なども
拡大を検討

2030

CO2の分離・回収・利用（CCU）等新技術の実用化
※東京ガス・三菱重工グループと実証実験実施中

温室効果ガス排出量

プラスチック類の焼却を
約７万トン削減し、
温室効果ガス50％削減

50％

約16％

社会的な動向
・木材や紙などへの素材転換
・ワンウェイプラスチックの削減 など

１０0％

0％
2050
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試算結果のまとめ

中間処理委託業者
異物除去・圧縮梱包

収集運搬家庭 容器包装リサイクル協会が
委託した再商品化事業者プラスチック製品

資源化合計量
約7.3万トン

■指定法人ルート（容リ協への委託）を採用

新たにリサイクル
プラマークのない大部分が
プラスチックでできた製品

合計
約16万トン－CO2

合計
約11万トン－CO2

5万トン－CO2

削減

プラ製容器包装
5.1万トン

現状
（2020年度）

一括回収の
実施後

■一括回収による資源化量の増加量見込み

プラ製容器包装

プラ製品

その他プラ

プラ製容器包装

プラ製品
その他プラ

■焼却量削減による温室効果ガス削減効果イメージ

プラ製品
1.7万トン

プラ製容器包装
5.6万トン

増分
＋約2.2万トン

現状（2020年度） 一括回収の実施後



３ 今後の検討事項
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今後の検討事項

プラスチックごみの分別・リサイクルの拡大実施に向けては、7.3万トンのプラス
チックを処理するための リサイクル体制の構築 や わかりやすい分別ルールの
設定と周知 が必要。これらについて検討を進める。

容リプラと合わせたプラスチックごみの安定したリサイクル処理
（現状：約5.1万トン → 一括回収後見込み：約７.3万トン）
リサイクル体制の構築には事業者との連携が必要

容リプラのリサイクルにかかる費用…中間処理で15億円／年
プラスチック製品のリサイクルは資源化費用も市町村負担となる

課題１：安定的な処理

課題２：費用負担

課題３：わかりやすい分別ルール

課題４：周知方法の検討

プラスチック製品にはプラマーク の記載がないため、
分別対象を明確にする必要がある

コロナ禍による啓発機会の減少をふまえ、効果的な周知が必要

●リサイクル体制の構築

●わかりやすい分別ルールの設定と周知
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参考：費用負担の範囲の比較

プラスチック資源循環法によるプラスチック製品のリサイクル費用は、容器包装
リサイクル法と異なり、自治体が負担。

市民 中間処理業者

自治体
周知

収集
異物除去・ベール化 リサイクル

自治体の費用負担の範囲

容器を製造・使用する事業者が負担
容リ協（リサイクル事業者）

委託

■プラスチック製容器包装のリサイクル （容器包装リサイクル法）

市民 中間処理業者

自治体
周知

収集
異物除去・ベール化 リサイクル

自治体の費用負担の範囲

リサイクル工程にかかる費用も自治体の負担となる
容リ協（リサイクル事業者）

委託

リサイクル費用を
新たに負担

■プラスチック製品のリサイクル （プラスチック資源循環法）
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参考：分別・リサイクルの拡大についての収集事務所からの意見

横浜市の収集事務所では、市民に分別の啓発を行っている。

収集事務所からは、プラスチックごみの分別・リサイクルの拡大について、分別
ルールや周知方法についての意見や課題が挙げられている。

●プラスチックごみの分別・リサイクルの拡大は、分別がわかりやすくなると思う。

●容器包装プラスチックとプラスチック製品は同じプラスチックなのに

「なぜ、対応が違うのか」という市民からの問い合わせは多い。

●汚れたプラスチックは燃やすごみという誤った認識を今もよく聞く。

●これまではプラマークが付いているもので説明できたが、

主に高齢者の方々に対して、明確で分かりやすい分別の基準が必要になる。

●プラスチックと他素材の複合品を対象外にすると市民の混乱が予想される。

●コロナ禍の影響で、人が集まりにくく、自治会・町内会を通じた現場での啓発の効果に課題。

また、自治会加入率の低下が進んでいることから、新たな啓発方法も模索することが必要。

●コロナ禍で集まることを拒否する人も増えているため、現場での周知啓発に課題。

●プラスチック製品をリサイクルすると、ごみは燃えなくなるから、

結局燃料を入れて燃やすのだろうと市民は思ってしまうのではないか。

分別ルール

周知方法



ハンガーやCD、食器など

ボールペンなど文具

シェーバーやドライヤーなどの小型家電

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

プラスチックと繊維、金属との複合品
（ヘルメットなど）

不織布マスクなど合成繊維

ゴム手袋など合成ゴム

参考：焼却しているプラスチックの例
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